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第 1章 本稿の目的 
第 2章 PPPの定義 
第 3章 PPPにおける官民公私の定義 
第 4章 PPPの分類 










解明できるほど PPP は単純ではないが、共通の観点による分析を通じて、PPP の課題に
対する処方箋や発展のヒントを得られやすくなることを期待している。 
 





                                                   
∗以下の論点は「PPP研究の枠組みについての考察（2）」に掲載する。 
「官の決定権問題と民間提案・市民参加」、「PPPのトライアングル」、「PPPの経済学的位置づけ」 
東洋大学 PPP 研究センター紀要 No.1 2011 










(1)米国の非営利団体である NCPPP (National Council for PPP）の定義： 
“A Public-Private Partnership is a contractual agreement between a public agency 
(federal, state or local) and a private sector entity. Through this agreement, the 
skills and assets of each sector (public and private) are shared in delivering a 
service or facility for the use of the general public. In addition to the sharing 
of resources, each party shares in the risks and the rewards potential in the delivery 




(2)国連の中で世界の PPP を推進する役割を担っている UNECE （United Nations 
Economic Commission for Europe) の Team of Specialists on Public-Private 
Partnershipsの定義： 
“Public-Private Partnerships (PPPs) aim at financing, designing, implementing and 
operating public sector facilities and services. Their key characteristics include:  
(A) Long-term (sometimes up to 30 years) service provisions;  
(B) The transfer of risk to the private sector; and  




対象が公共施設・サービス（public sector facilities and services）であること、
②長期（Long-term）の行為であることが明記されていることの 2点が特徴である。 
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が目的決定、施設建設・所有、事業運営、資金調達など何らかの役割を分担して行うこ


























                                                   
1有料道路（橋）、国際会議場・展示場、研究開発施設、観光施設などが実施された。 
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表 1 PPPの定義の比較 
 NCPPP UNECE 経済産業省 本学 PPP研究センター 
対象 
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第 3章 PPPにおける官民公私の定義 
PPP 研究においてしばしば話題となるのが、「官」、「民」、「公」、「私」の定義である。
筆者は以下のように整理している。 







































図 1 官民公私の関係 
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第 4章 PPPの分類 
本章では、PPP の分類を述べる。 
NCPPP では、TYPES OF PUBLIC-PRIVATE PARTNERSHIPS において、以下の類型を紹介し
ている。 
O&M: Operations and Maintenance 






















関もほぼ同様の分類を行っている。分類の数は NCPPP が最多であり、他の機関は NCPPP































 公共サービス型 公共資産活用型 規制・誘導型 
対象となる事
業 
公共サービス 民間サービス 民間サービス 
その事業が行
われる空間 





















表 2 東洋大学 PPP研究センターの PPPの分類 
（出典）筆者作成 
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一 部 、 NCPPP の 類 型 に あ る



















図 2 PPPの定義の範囲および政府の活動との関係 
図 3 公共サービス、民間サービス、公共サービス型 PPPの構造 
PPP 研究の枠組みについての考察（1） 
































                                                   
8 第三セクターとの違いは、PPPの定義にある「リスクとリターンの設計」、「契約によるガバナンス」
の存在である。言い換えると、これらが具備されていれば第三セクターでも定義に合致するといえる。 
図 4 PPPの 3類型別の構造 
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PPP では、税金を原資として委託料が支払われる。 
公共資産活用型 PPPでは、市民（消費者）からの収入があるが、一方では、官に対し
て公共資産の買取もしくは賃借費用を支払う必要がある。 
規制・誘導型 PPPでは、市民（消費者）からの収入のほかは一般的に官に対する支払
いは発生しないが、補助金がある場合に官から民への支払いが行われる。 
このように、3類型には、それぞれ他と差別化できる構造上の相違がある。現実の PPP
プロジェクトは、これらの類型の複合形として行われることが多く、ストラクチャー・
シートでの解析は重要な意味を持つ。 
（続く） 
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